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鹿児島県職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和35年鹿児島県条例第34号）の一部を次のよ

うに改正する。

附則第２項中「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年政

令第11号）第１条に規定するもの」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和２年１月に，中華人民共和国から世界保健機関に対して，人に伝染する能力を有するこ

とが新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改める。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

…………………………………………………

鹿児島県手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第27号

鹿児島県手数料徴収条例の一部を改正する条例

鹿児島県手数料徴収条例（平成12年鹿児島県条例第11号）の一部を次のように改正する。

別表第１くらし保健福祉部の表21の項の中「第12条第２項」を「第12条第４項」に改め，

同項ののアののａ中「第26条第１項第３号」を「第25条第１項第３号」に改め，同項の

のアののｂ中「第26条第１項第４号」を「第25条第１項第４号」に改め，同項ののアの

のｃ中「第26条第１項第５号」を「第25条第１項第５号」に改め，同項ののイの中「第26

条第２項第１号」を「第25条第２項第１号」に改め，同項ののイの中「第26条第２項第２

号」を「第25条第２項第２号」に改め，同項ののイの中「第26条第２項第３号」を「第25

条第２項第３号」に改め，同項ののウの中「第26条第３項第１号」を「第25条第３項第１

号」に改め，同項ののウの中「第26条第３項第２号」を「第25条第３項第２号」に改め，

同項の中「第13条第３項」を「第13条第４項」に改め，同項の中「第13条第６項」を「第

13条第８項」に改め，同項のの次に次のように加える。

の２ 法第13条の 医薬品等 ア 医薬品の製造所 31,900円

２の２第１項及び 製造所登 イ 医薬部外品の製造所 31,900円

政令第80条の規定 録申請手 ウ 化粧品の製造所 31,900円

に基づく医薬品， 数料

医薬部外品又は化

粧品の製造所の登

録の申請に対する

審査

の３ 法第13条の 医薬品等 ア 医薬品の製造所 21,400円

２の２第４項及び 製造所登 イ 医薬部外品の製造所 21,400円

政令第80条の規定 録更新申 ウ 化粧品の製造所 21,400円

鹿 児 島 県 公 報 令和３年７月16日（金）第226号
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に基づく医薬品， 請手数料

医薬部外品又は化

粧品の製造所の登

録の更新の申請に

対する審査

別表第１くらし保健福祉部の表21の項の中「同条第13項」を「同条第15項」に改め，同項

ののアの中「47,200円」を「70,500円」に改め，同項ののアの中「32,500円」を

「52,900円」に改め，同項ののアの中「15,200円」を「23,900円」に改め，同項ののア

に次のように加える。

 法第13条の２の２第１項に規定する医薬品の製造所（以下この項において「医薬

品特定保管所」という。）に係るもの 23,900円

別表第１くらし保健福祉部の表21の項ののイの中「47,200円」を「70,500円」に改め，

同項ののイの中「32,500円」を「52,900円」に改め，同項ののイの中「15,200円」を

「23,900円」に改め，同項ののイに次のように加える。

 法第13条の２の２第１項に規定する医薬部外品の製造所（以下この項において

「医薬部外品特定保管所」という。）に係るもの 23,900円

別表第１くらし保健福祉部の表21の項ののウ中「15,200円」を「23,900円」に改め，同項

のの２のアの中「100,500円。ただし，調査品目の数が２以上である場合にあっては，

100,500円に１を超える」を「124,600円に」に改め，同項のの２のアの中「70,600円。た

だし，調査品目の数が２以上である場合にあっては，70,600円に１を超える」を「95,000円に」

に改め，同項のの２のアの中「30,600円。ただし，調査品目の数が２以上である場合にあ

っては，30,600円に１を超える」を「53,400円に」に改め，同項のの２のアに次のように加

える。

 医薬品特定保管所に係るもの 53,400円に調査品目の数に500円を乗じて得た額

を加えた金額

別表第１くらし保健福祉部の表21の項のの２のイの中「100,500円。ただし，調査品目

の数が２以上である場合にあっては，100,500円に１を超える」を「124,600円に」に改め，同

項のの２のイの中「70,600円。ただし，調査品目の数が２以上である場合にあっては，

70,600円に１を超える」を「95,000円に」に改め，同項のの２のイの中「30,600円。ただ

し，調査品目の数が２以上である場合にあっては，30,600円に１を超える」を「53,400円に」

に改め，同項のの２のイに次のように加える。

 医薬部外品特定保管所に係るもの 53,400円に調査品目の数に500円を乗じて得

た額を加えた金額

別表第１くらし保健福祉部の表21の項のの２のウ中「30,600円。ただし，調査品目の数が

２以上である場合にあっては，30,600円に１を超える」を「53,400円に」に改め，同項のの

３中「第14条第13項」を「第14条第15項」に改め，同項のの９中「第23条の20第２項」を
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「第23条の20第４項」に改め，同項のの９を同項のの11とし，同項のの８を同項のの

10とし，同項のの７を同項のの９とし，同項のの６を同項のの８とし，同項のの５

中「第23条の２第２項」を「第23条の２第４項」に改め，同項のの５を同項のの７とし，

同項のの４を同項のの６とし，同項のの３の次に次のように加える。

の４ 法第14条の 医薬品等 ア 医薬品に係る調査

２第１項及び政令 区分適合  無菌医薬品（無菌化された医薬品のうち専ら動

第80条の規定に基 性調査手 物のために使用されることが目的とされているも

づく医薬品又は医 数料 の及び政令第80条第２項第７号イ，ロ，ニ及びホ

薬部外品の製造管 の医薬品を除く。）の製造工程に係るもの（及び

理又は品質管理の に掲げるものを除く。） 124,600円に，調査品

方法の適合性の調 目の数に2,000円を乗じて得た額及び調査品目の

査の申請に対する 製造販売業者の数に8,300円を乗じて得た額を加

審査 えた金額

 に規定する医薬品以外の医薬品（専ら動物の

ために使用されることが目的とされているもの及

び政令第80条第２項第７号イ，ロ，ニ及びホの医

薬品を除く。）の製造工程に係るもの（及びに

掲げるものを除く。） 95,000円に，調査品目の数

に1,000円を乗じて得た額及び調査品目の製造販

売業者の数に8,300円を乗じて得た額を加えた金

額

 及びに規定する医薬品の製造工程のうち包

装，表示又は保管のみを行う製造工程に係るもの

（に掲げるものを除く。） 53,400円に，調査品

目の数に500円を乗じて得た額及び調査品目の製

造販売業者の数に4,300円を乗じて得た額を加え

た金額

 及びに規定する医薬品の製造工程のうち保

管（法第13条の２の２第１項に規定する保管をい

う。）のみを行う製造工程に係るもの 53,400円に，

調査品目の数に500円を乗じて得た額及び調査品

目の製造販売業者の数に4,300円を乗じて得た額

を加えた金額

イ 医薬部外品に係る調査

 無菌医薬部外品（無菌化された医薬部外品のう

ち専ら動物のために使用されることが目的とされ
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ているもの及び厚生労働大臣の指定するものを除

く。）の製造工程に係るもの（及びに掲げるも

のを除く。） 124,600円に，調査品目の数に2,000

円を乗じて得た額及び調査品目の製造販売業者の

数に8,300円を乗じて得た額を加えた金額

 に規定する医薬部外品以外の医薬部外品（専

ら動物のために使用されることが目的とされてい

るもの及び厚生労働大臣の指定するものを除く。）

の製造工程に係るもの（及びに掲げるものを

除く。） 95,000円に，調査品目の数に1,000円を

乗じて得た額及び調査品目の製造販売業者の数に

8,300円を乗じて得た額を加えた金額

 及びに規定する医薬部外品の製造工程のう

ち包装，表示又は保管のみを行う製造工程に係る

もの（に掲げるものを除く。） 53,400円に，調

査品目の数に500円を乗じて得た額及び調査品目

の製造販売業者の数に4,300円を乗じて得た額を

加えた金額

 及びに規定する医薬部外品の製造工程のう

ち保管（法第13条の２の２第１項に規定する保管

をいう。）のみを行う製造工程に係るもの 53,400

円に，調査品目の数に500円を乗じて得た額及び

調査品目の製造販売業者の数に4,300円を乗じて

得た額を加えた金額

の５ 法第14条の 医薬品等 ア 医薬品に係る調査

７の２第３項及び 適合性確  医薬品製造区分（無菌）に係るもの 70,500円

政令第80条の規定 認申請手  医薬品製造区分（一般）に係るもの 52,900円

に基づく医薬品又 数料  医薬品製造区分（包装，表示又は保管）に係る

は医薬部外品の製 もの 23,900円

造管理又は品質管  医薬品特定保管所に係るもの 23,900円

理の方法の適合性 イ 医薬部外品に係る調査

の確認の申請に対  医薬部外品製造区分（無菌）に係るもの

する審査 70,500円

 医薬部外品製造区分（一般）に係るもの

52,900円

 医薬部外品製造区分（包装，表示又は保管）に
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係るもの 23,900円

 医薬部外品特定保管所に係るもの 23,900円

ウ 外部試験検査機関に係る医薬品等の調査 23,900

円

別表第１くらし保健福祉部の表21の項のの５中「第39条第４項」を「第39条第６項」に改

め，同項のの７中「第40条の２第３項」を「第40条の２第４項」に改め，同項のの８中

「第40条の２第５項」を「第40条の２第７項」に改め，同項のの10中「第40条の５第４項」

を「第40条の５第６項」に改め，同項のの11のアの中「47,200円」を「70,500円」に改め，

同項のの11のアの中「32,500円」を「52,900円」に改め，同項のの11のアの中

「15,200円」を「23,900円」に改め，同項のの11のアに次のように加える。

 医薬品特定保管所に係るもの 23,900円

別表第１くらし保健福祉部の表21の項のの11のイの中「47,200円」を「70,500円」に改

め，同項のの11のイの中「32,500円」を「52,900円」に改め，同項のの11のイの中

「15,200円」を「23,900円」に改め，同項のの11のイに次のように加える。

 医薬部外品特定保管所に係るもの 23,900円

別表第１くらし保健福祉部の表21の項のの11のウ中「15,200円」を「23,900円」に改め，

同項のの12のアの中「100,500円。ただし，調査品目の数が２以上である場合にあっては，

100,500円に１を超える」を「124,600円に」に改め，同項のの12のアの中「70,600円。た

だし，調査品目の数が２以上である場合にあっては，70,600円に１を超える」を「95,000円に」

に改め，同項のの12のアの中「30,600円。ただし，調査品目の数が２以上である場合にあ

っては，30,600円に１を超える」を「53,400円に」に改め，同項のの12のアに次のように加

える。

 医薬品特定保管所に係るもの 53,400円に調査品目の数に500円を乗じて得た額

を加えた金額

別表第１くらし保健福祉部の表21の項のの12のイの中「100,500円。ただし，調査品目

の数が２以上である場合にあっては，100,500円に１を超える」を「124,600円に」に改め，同

項のの12のイの中「70,600円。ただし，調査品目の数が２以上である場合にあっては，

70,600円に１を超える」を「95,000円に」に改め，同項のの12のイの中「30,600円。ただ

し，調査品目の数が２以上である場合にあっては，30,600円に１を超える」を「53,400円に」

に改め，同項のの12のイに次のように加える。

 医薬部外品特定保管所に係るもの 53,400円に調査品目の数に500円を乗じて得

た額を加えた金額

別表第１くらし保健福祉部の表21の項のの12のウ中「30,600円。ただし，調査品目の数が

２以上である場合にあっては，30,600円に１を超える」を「53,400円に」に改め，同項のの

22を同項のの26とし，同項のの21を同項のの25とし，同項のの20を同項のの24とし，

同項のの19を同項のの23とし，同項のの18の次に次のように加える。
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の19 政令第16条 医薬品等 2,100円

の４第１項及び第 製造所登

４項の規定に基づ 録証書換

く医薬品，医薬部 え交付手

外品又は化粧品の 数料

製造所の登録証の

書換え交付

の20 政令第16条 医薬品等 2,900円

の５第１項及び第 製造所登

５項の規定に基づ 録証再交

く医薬品，医薬部 付手数料

外品又は化粧品の

製造所の登録証の

再交付

の21 政令第26条 医薬品等 2,100円

の４第１項及び第 製造所基

６項の規定に基づ 準確認証

く医薬品又は医薬 書換え交

部外品の製造所の 付手数料

基準確認証の書換

え交付

の22 政令第26条 医薬品等 2,900円

の５第１項及び第 製造所基

７項の規定に基づ 準確認証

く医薬品又は医薬 再交付手

部外品の製造所の 数料

基準確認証の再交

付

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和３年８月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鹿児島県手数料徴収条例（以下「新条例」という。）の規定は，この条例の施行の

日以後に申請等がなされる事務に係る手数料について適用し，同日前に申請等がなされた事

務に係る手数料については，なお従前の例による。
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（医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律の施行前の準備に係

る手数料の徴収）

３ この条例の施行の日前に医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する

法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第63号）附則第12条第９項及び第11項の規定に

より行うことができるとされた同法第２条の規定による改正後の医薬品，医療機器等の品質，

有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第13条の２の２第１項，

第14条の２第１項又は第14条の７の２第３項の規定の例による申請が行われた場合には，新

条例第２条及び別表第１くらし保健福祉部の表21の項のの２，の４及びの５の規定の

例により，手数料を徴収する。

…………………………………………………

鹿児島県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第28号

鹿児島県税条例の一部を改正する条例

鹿児島県税条例（昭和38年鹿児島県条例第23号）の一部を次のように改正する。

目次中「第59条の12」を「第59条の10」に，「第97条の９」を「第97条の８」に改める。

第12条第３項を削る。

第28条の３中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢16歳未満の者に限る」に改める。

第31条の６第２号中「当該退職手当等」を「当該支払済みの他の退職手当等」に，「第30条

第４項」を「第30条第７項に規定する一般退職手当等，同条第４項に規定する短期退職手当等

又は同条第５項」に改め，「又は同法第201条第１項第１号イに規定する一般退職手当等」を

削り，同条第４号中「第30条第５項第３号」を「第30条第６項第３号」に改める。

第35条の20中「の金額」の次に「又は同項に規定する特定費用の金額（当該特定費用の金額

が選択口座においてその年最後に行われた同条第２項に規定する対象譲渡等に係る同項に規定

する源泉徴収口座内通算所得金額を超える場合には，その超える部分の金額を控除した金額）」

を加える。

第36条第１項各号列記以外の部分中「によつて」を「により」に改め，同項第３号中「）及

び」を「），」に改め，「発電事業等」という。）」の次に「及び同号に規定する特定卸供給事業

（以下この節において「特定卸供給事業」という。）」を加える。

第39条第２項及び第３項中「及び発電事業等」を「，発電事業等及び特定卸供給事業」に改

める。

第59条の11及び第59条の12を削る。

第67条の２中「であつて，知事の承認を受けたときは」を「には」に，「当該承認を受けた」

を「当該」に改め，「電磁的記録」の次に「（電子的方式，磁気的方式その他の人の知覚によ

つては認識することができない方式で作られる記録であつて，電子計算機による情報処理の用
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に供されるものをいう。以下同じ。）」を加える。

第67条の３第１項中「であつて，知事の承認を受けたときは」を「には」に，「当該承認を

受けた」を「当該」に改め，「電子計算機出力マイクロフィルム」の次に「（電子計算機を用

いて電磁的記録を出力することにより作成するマイクロフィルムをいう。以下同じ。）」を加え，

同条第２項中「の承認を受けている」を「の規定により帳簿に係る電磁的記録の備付け及び保

存をもつて当該帳簿の備付け及び保存に代えている」に，「において，当該承認を受けている

帳簿（以下この節において「電磁的記録に係る承認済帳簿」という。）」を「には，当該帳簿」

に改め，「知事の承認を受けたときは」を削り，「承認を受けた電磁的記録に係る承認済帳簿」

を「帳簿」に改める。

第67条の４を削る。

第67条の５中「第67条の２又は第67条の３第１項若しくは第２項の承認を受けている」を削

り，同条を第67条の４とする。

第97条の２第６項中「記名押印しなければ」を「氏名又は名称を記載しなければ」に改める。

第97条の９を削る。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める日から施行す

る。

 第12条第３項を削る改正規定及び第97条の２第６項の改正規定 公布の日

 目次の改正規定，第31条の６及び第35条の20の改正規定，第59条の11及び第59条の12を

削る改正規定，第67条の２及び第67条の３の改正規定，第67条の４を削る改正規定，第67

条の５の改正規定並びに第97条の９を削る改正規定並びに次条及び附則第４条の規定 令

和４年１月１日

 第36条第１項及び第39条の改正規定並びに附則第３条の規定 令和４年４月１日

 第28条の３の改正規定 令和６年１月１日

（県民税に関する経過措置）

第２条 改正後の鹿児島県税条例（以下「新条例」という。）第31条の６の規定は，令和４年１

月１日以後に支払を受けるべき鹿児島県税条例第31条の２に規定する退職手当等（以下この

項において「退職手当等」という。）について提出する新条例第31条の６の規定による申告書

について適用し，同日前に支払を受けるべき退職手当等について提出した改正前の鹿児島県

税条例第31条の６の規定による申告書については，なお従前の例による。

２ 新条例第35条の20の規定は，令和４年１月１日以後に行われる所得税法等の一部を改正す

る法律（令和３年法律第11号。以下この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の

規定による改正後の租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第37条の11の４第２項に規定す

る対象譲渡等について適用し，同日前に行われた所得税法等改正法第７条の規定による改正

前の租税特別措置法第37条の11の４第２項に規定する対象譲渡等については，なお従前の例
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による。

（事業税に関する経過措置）

第３条 新条例第36条第１項及び第39条の規定は，令和４年４月１日以後に終了する事業年度

に係る法人の事業税について適用し，同日前に終了した事業年度に係る法人の事業税につい

ては，なお従前の例による。

（電子計算機を使用して作成する帳簿の保存方法等の特例に関する経過措置）

第４条 新条例第67条の２及び第67条の３第１項の規定は，令和４年１月１日以後に備付けを

開始する帳簿（新条例第67条の２に規定する帳簿をいう。次項において同じ。）について適用

する。

２ 新条例第67条の３第２項の規定は，令和４年１月１日以後に保存が行われる帳簿について

適用する。

…………………………………………………

過疎地域における産業振興のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第29号

過疎地域における産業振興のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

過疎地域における産業振興のための県税の特別措置に関する条例（昭和45年鹿児島県条例第

36号）の一部を次のように改正する。

第１条を次のように改める。

（目的）

第１条 この条例は，過疎地域及び特定市町村の区域における産業の振興を図るため，産業振

興促進区域内において製造業，情報サービス業等，農林水産物等販売業若しくは旅館業（下

宿営業を除く。）の用に供する設備の取得等をした者又は畜産業若しくは水産業を行う個人に

係る県税の特別措置を行い，もつて雇用機会の拡充及び地域格差の是正に寄与することを目

的とする。

第５条を第６条とする。

第４条第１項中「第２条第１項第１号」を「第３条第１項第１号」に，「を新設し，又は増

設した」を「の取得等をした」に改め，同条を第５条とする。

第３条第１項中「を新設し，又は増設した」を「の取得等をした」に改め，同条を第４条と

する。

第２条第１項第１号中「過疎地域内」を「過疎地域又は特定市町村の区域のうち市町村計画

（法第８条第１項に規定する市町村計画をいう。以下同じ。）に記載された産業振興促進区域内」

に，「過疎地域自立促進特別措置法第31条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適

用される場合等を定める省令（平成12年自治省令第20号」を「過疎地域の持続的発展の支援に
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関する特別措置法第24条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を

定める省令（令和３年総務省令第31号」に，「を新設し，又は増設した」を「の取得等をした」

に改め，同項第２号中「過疎地域」の次に「又は特定市町村の区域のうち市町村計画に記載さ

れた産業振興促進区域」を，「第２条第２項」の次に「又は過疎地域の持続的発展の支援に関

する特別措置法施行令（令和３年政令第137号）附則第３条第１項若しくは第４条第１項」を

加え，同条を第３条とする。

第１条の次に次の１条を加える。

（定義）

第２条 この条例において「過疎地域」とは，過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置

法（令和３年法律第19号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する過疎地域をいう。

２ この条例において「特定市町村の区域」とは，法附則第５条に規定する特定市町村の区域

（法附則第６条第１項，第７条第１項又は第８条第１項の規定により特定市町村の区域とみ

なされる区域を含む。）をいう。

３ この条例において「産業振興促進区域」とは，法第８条第４項第１号に規定する産業振興

促進区域をいう。

４ この条例において「農林水産物等販売業」とは，法第23条に規定する農林水産物等販売業

をいう。

５ この条例において「取得等」とは，法第23条に規定する取得等をいう。

附 則

１ この条例は，公布の日から施行する。

２ 改正後の過疎地域における産業振興のための県税の特別措置に関する条例の規定は，過疎

地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号。以下「新法」という。）

第２条第１項に規定する過疎地域（以下単に「過疎地域」という。）又は新法附則第５条に規

定する特定市町村の区域（新法附則第６条第１項，第７条第１項又は第８条第１項の規定に

より特定市町村の区域とみなされる区域を含む。以下単に「特定市町村の区域」という。）の

うち市町村計画（新法第８条第１項に規定する市町村計画をいう。以下同じ。）に記載された

産業振興促進区域（新法第８条第４項第１号に規定する産業振興促進区域をいう。以下同

じ。）内において，当該市町村計画に振興すべき業種として定められた製造業，情報サービス

業等，農林水産物等販売業（新法第23条に規定する農林水産物等販売業をいう。）又は旅館業

（下宿営業を除く。以下同じ。）の用に供する設備の取得等（新法第23条に規定する取得等を

いう。）を令和３年４月１日以後にした者の当該設備に係る事業税，不動産取得税又は固定資

産税及び過疎地域又は特定市町村の区域のうち市町村計画に記載された産業振興促進区域内

において畜産業又は水産業を行う個人の同年以後の各年の所得に係る事業税について適用し，

旧過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第２条第２項の規定により公示され

た市町村の区域（以下「旧過疎地域」という。）内において製造の事業，農林水産物等販売業

（改正前の過疎地域における産業振興のための県税の特別措置に関する条例第１条に規定す
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る農林水産物等販売業をいう。）又は旅館業の用に供する設備を令和３年３月31日以前に新設

し，又は増設した者の当該設備に係る事業税，不動産取得税又は固定資産税及び旧過疎地域

内において畜産業又は水産業を行う個人の令和２年以前の各年の所得に係る事業税について

は，なお従前の例による。

…………………………………………………

離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第30号

離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例（平成５年鹿児島県条例第37号）

の一部を次のように改正する。

第２条の表事業税の項中「に規定する租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第12条第３項

の表の第２号又は第45条第２項の表の第２号」を削る。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

…………………………………………………

地域経済牽引事業の促進に係る区域における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第31号

地域経済牽引事業の促進に係る区域における県税の特別措置に関する条例の一部を改正

する条例

地域経済牽引事業の促進に係る区域における県税の特別措置に関する条例（平成20年鹿児島

県条例第45号）の一部を次のように改正する。

第２条中「起算して５年内」を「令和５年３月31日まで」に改める。

附 則

１ この条例は，公布の日から施行する。

２ 改正後の地域経済牽引事業の促進に係る区域における県税の特別措置に関する条例第２条

の規定は，地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成19

年法律第40号）第４条第６項の同意の日（以下「同意日」という。）が平成30年４月１日前又

は令和３年４月１日以後である同条第１項の地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画

に係る施設を設置した者について適用し，同意日が平成30年４月１日から令和３年３月31日

までの間である同項の地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画に係る施設を設置した



- 13 -

鹿 児 島 県 公 報 令和３年７月16日（金）第226号

者については，なお従前の例による。

…………………………………………………

鹿児島県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例をここに

公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第32号

鹿児島県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

鹿児島県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年鹿児島県条例第58号）

の一部を次のように改正する。

第９条の次に次の２条を加える。

（就業環境の整備）

第９条の２ 救護施設等は，利用者に対し適切な処遇を行う観点から，職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えた

ものにより職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。

（業務継続計画の策定等）

第９条の３ 救護施設等は，感染症や非常災害の発生時において，利用者に対する処遇を継続

的に行うための，及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計

画」という。）を策定し，当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 救護施設等は，職員に対し，業務継続計画について周知するとともに，必要な研修及び訓

練を定期的に実施しなければならない。

３ 救護施設等は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。

第10条に次の１項を加える。

５ 救護施設等は，前項に規定する訓練の実施に当たって，地域住民の参加が得られるよう連

携に努めなければならない。

第19条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければ」を「，次に掲げる措置を講じなけ

れば」に改め，同項に次の各号を加える。

当該救護施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討す

る委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができるものとす

る。）を定期的に開催するとともに，その結果について，職員に周知徹底を図ること。

当該救護施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備す

ること。

当該救護施設において，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施すること。
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附 則

１ この条例は，令和３年８月１日から施行する。

２ この条例の施行の日から令和６年３月31日までの間（以下「経過期間」という。）における

改正後の鹿児島県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」とい

う。）第９条の３の規定の適用については，同条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ず

るよう努めなければ」と，同条第２項中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努め

なければ」と，同条第３項中「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるものとする」

とする。

３ 経過期間における新条例第19条第２項（新条例第27条，第33条及び第39条において準用す

る場合を含む。）の規定の適用については，同項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう

努めなければ」とする。

…………………………………………………

鹿児島県介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第33号

鹿児島県介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例

鹿児島県介護保険財政安定化基金条例（平成12年鹿児島県条例第35号）の一部を次のように

改正する。

附則中第４項を第８項とし，第３項の次に次の４項を加える。

（令和３年度から令和５年度までの貸付金の償還の特例）

４ 政令附則第２条の２第１項の規定により償還期限の延長を行った場合には，第12条第１項

中「当該計画期間中」とあるのは「令和３年度から令和５年度までの間」と，「３」とある

のは「６」と，「次期計画期間」とあるのは「令和６年度から令和11年度まで」とする。

５ 政令附則第２条の２第２項の規定により償還期限の延長を行った場合には，第12条第１項

中「当該計画期間中」とあるのは「令和３年度から令和５年度までの間」と，「３」とある

のは「９」と，「次期計画期間」とあるのは「令和６年度から令和14年度まで」とする。

（令和６年度から令和８年度までの貸付金の償還の特例）

６ 政令附則第２条の３第１項の規定により償還期限の延長を行った場合には，第12条第１項

中「当該計画期間中」とあるのは「令和６年度から令和８年度までの間」と，「３」とある

のは「６」と，「次期計画期間」とあるのは「令和９年度から令和14年度まで」とする。

７ 政令附則第２条の３第２項の規定により償還期限の延長を行った場合には，第12条第１項

中「当該計画期間中」とあるのは「令和６年度から令和８年度までの間」と，「３」とある

のは「９」と，「次期計画期間」とあるのは「令和９年度から令和17年度まで」とする。

附 則

この条例は，令和３年８月１日から施行する。
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…………………………………………………

鹿児島県防災対策基本条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第34号

鹿児島県防災対策基本条例の一部を改正する条例

鹿児島県防災対策基本条例（平成19年鹿児島県条例第65号）の一部を次のように改正する。

第21条第４号及び第５号中「勧告」を「指示」に改め，同条第６号中「避難場所の運営につ

いて，避難場所の運営計画」を「指定避難所（法第49条の７第１項に規定する指定避難所をい

う。以下同じ。）の運営についての計画」に改め，同条第14号中「災害時の避難場所」を「指定

緊急避難場所（法第49条の４第１項に規定する指定緊急避難場所をいう。以下同じ。），指定避

難所」に改める。

第31条第１項中「災害時の避難場所」を「指定緊急避難場所，指定避難所」に改める。

第32条の見出し中「避難場所」を「指定避難所」に改め，同条第１項中「勧告」を「指示」

に改め，同条第２項中「避難場所」を「指定避難所」に，「勧告」を「指示」に改める。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

…………………………………………………

鹿児島県いじめ防止等対策委員会条例をここに公布する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第35号

鹿児島県いじめ防止等対策委員会条例

（設置）

第１条 いじめ防止対策推進法（平成25年法律第71号。以下「法」という。）第14条第３項の規

定に基づき，鹿児島県いじめ防止等対策委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 委員会は，鹿児島県教育委員会（以下「教育委員会」という。）の求めに応じ，法第12

条の規定による鹿児島県いじめ防止基本方針に基づくいじめの防止等の対策について調査審

議するとともに，次に掲げる事務を行う。

 法第24条の規定による調査を行うこと。

 法第28条第１項の規定による調査を行うこと。

（組織）

第３条 委員会は，委員６人以内で組織する。

２ 委員は，いじめの問題に関し学識経験を有する者のうちから，教育委員会が任命する。

３ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは，委員会に臨時委員を置くことができる。
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４ 臨時委員は，当該特別の事項に関する専門的な知識及び経験を有する者のうちから，教育

委員会が任命する。

（任期）

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

２ 委員は，再任されることができる。

３ 臨時委員は，当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは，解任されるものとする。

（委員の服務）

第５条 委員及び臨時委員は，職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を

退いた後も，同様とする。

（委員長）

第６条 委員会に委員長を置き，委員の互選によりこれを定める。

２ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。

３ 委員長に事故があるときは，委員長があらかじめ指名する委員が，その職務を代理する。

（会議）

第７条 委員会の会議（以下「会議」という。）は，委員長が招集する。

２ 会議は，委員（議事に関係のある臨時委員を含む。以下この条において同じ。）の過半数が

出席しなければ，開くことができない。

３ 委員長は，会議の議長となり，議事を整理する。

４ 会議の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところに

よる。

５ 委員は，特別の利害関係のある事項については，その議事に加わることができない。

（庶務）

第８条 委員会の庶務は，教育委員会事務局において処理する。

（雑則）

第９条 この条例に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が定める。

附 則

１ この条例は，公布の日から施行する。

２ 鹿児島県いじめ調査委員会条例（平成26年鹿児島県条例第37号）は，廃止する。

…………………………………………………

鹿児島県地方警察職員の特殊勤務手当支給に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

令和３年７月16日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県条例第36号

鹿児島県地方警察職員の特殊勤務手当支給に関する条例の一部を改正する条例

鹿児島県地方警察職員の特殊勤務手当支給に関する条例（昭和35年鹿児島県条例第47号）の
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一部を次のように改正する。

第２条に次の１号を加える。

 用地交渉手当

第31条の２第１項第１号中「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令

（令和２年政令第11号）第１条に規定するもの」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロ

ナウイルス（令和２年１月に，中華人民共和国から世界保健機関に対して，人に伝染する能力

を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改める。

第31条の２の次に次の１条を加える。

（用地交渉手当）

第31条の３ 用地交渉手当は，職員が，公共の利益となる事業の用に供する土地の取得に関し，

現地において所有者若しくは権利者又はこれらに準ずる者と直接交渉する業務に従事したと

きに支給する。

２ 用地交渉手当の額は，業務に従事した日１日につき，1,500円以内とする。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。


